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地方議会の女性割合は、市区議会は19.9％、町村議会は13.6％

女性議員ゼロ議会は、226市区町村（2023年）

配偶者間の傷害・暴行による被害者は、約9割が女性（2023年）

地方公共団体首長は、特別区以外は女性割合が1割以下（2023年）

（出所　厚生労働省）

（出所　総務省）

（出所　衆議院、参議院）
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（出所　警察庁）

女性を被害者とする強制性交等の認知件数は年間1,591件

強制わいせつは4,503件（2022 年）

（出所　法務省）
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注1：被害発生率は、人口10万人あたりの認知件数

注2：2023年7月施行の刑法改正により「強制性交等罪」は「不同意性交等罪」、

「強制わいせつ罪」は「不同意わいせつ罪」に罪名が変わった

女性の老齢厚生年金月額は約半数が10万円未満

平均額は女性104,878円、男性163,875円（2022年）

衆議院（下院）の女性議員割合（10.3%）は、190カ国中162位

女性議員割合（下院）が30%以上の国は64カ国（列国議会同盟（IPU）2024年）

老齢厚生年金月額階級別受給権者数

（出所　総務省、内閣府）
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26.1％（6人）性感染症（梅毒）の報告数が急激に増加している
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注：「配偶者」には、元配偶者、事実婚の関係にある交際相手を含む。
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出生減

49～52歳：

1971～1974年

第2次ベビーブーム

34歳：

1989年

合計特殊出生率が丙午

（1966年）を下回る

2022年：

合計特殊出生率（1.26）が

過去最低に並ぶ

日本の総人口は1億2435万人　平均年齢は女性49.2歳、男性46.0歳

人口の年齢構成は壺型で、底辺が先細り（2023年）

注：平均年齢、年齢中位数は2020年の値

直近選挙での当選者女性割合は、衆議院9.7%、参議院28.0%

2024年5月現在、女性議員は衆議院51名（11.0%）、参議院66名（26.7%）

で、30%に達していない
（％）
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注：＊は女性議員がゼロの市区町村議会がある都道府県 （出所　内閣府）
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男女格差指数（GGGI)では日本は146カ国中118位（0.663）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（世界経済フォーラム、2024年）

SDGs達成度合では日本は79.9点、167カ国中18位
（Sustainable Development Report 2024年）

（内訳：経済120位、教育72位、健康58位、政治113位）
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男女賃金格差は縮小傾向にあるが、女性は男性の74.8％
（一般労働者の所定内給与額）

女性雇用者（正社員）の勤続年数は、男性に比べて短い（2023年）

（民営事業所）

民間企業の役職者の女性割合は低い（2022年）

平均寿命と健康寿命の差は、女性11.71年、男性8.37年
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単独世帯は女性の方が多く、特に65歳以上では女性64.1％、

男性35.9％（2022年）

単独世帯 
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（出所　厚生労働省）
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（出所　総務省）

（出所　文部科学省）

（出所　文部科学省）

注：↑…2022年値より増、↓…2022年値より減、→…2022年値より変化なし

（出所　厚生労働省、国立社会保障・人口問題研究所）

（出所　総務省、厚生労働省）
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合計特殊出生率（TFR）は1.26 出生数も低下傾向が続いている

単独世帯が増加し、平均世帯人員数は減少し、2.25人に

家事関連時間は男女で大きな開きがあり、特に平日は3倍以上

女性の労働力率は向上しているが、正規雇用率は25～29歳以降低下

4年制大学への現役進学率は女性51.7％、男性54.5％

大学院では男女間格差がさらに広がる

校長と教授の女性割合は、教員全体の女性割合より小さい（2023年）

（出所　厚生労働省、総務省）

介護休業復職者のうち、男性の介護休業取得期間は55.5%が1週間未満、
女性は66.2%が1か月以上 「介護・看護」のための離職者は、女性8万人、
男性2.6万人（2022年）
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注：管＝管理的職業従事者、専（保・医）＝専門的・技術的職業従事者のうち保健医療従事者、専（保・医以外）＝保・

医以外の専門的・技術的職業従事者、事＝事務従事者、販＝販売従事者、サ・保＝サービス・保安職業従事者、農＝

農林漁業従事者、生・その他＝生産工程、輸送・機器運転、建設・採掘、運搬・清掃・包装等従事者、分類不能の職業

女性は男性に比べ保健医療、事務、サービス職業従事者が多く、

非正規雇用も多い（2023年）
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46,782,383世帯

（1980年、2000年、2022年の値）
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雇用者

自営業主と家族従業者


